
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）
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〇
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独立行政法人国立印刷局
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令和年月日 金曜日 第号官 報

〔
法

律
〕

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀
行
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
（
二
九
）

〇
電
気
通
信
事
業
法
及
び
日
本
電
信
電
話
株

式
会
社
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
三
〇
）

〔
告

示
〕

〇
犯
罪
に
よ
る
収
益
の
移
転
防
止
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
第
六
条
第
二
項
第
四
号
の

規
定
に
基
づ
き
、
書
類
を
指
定
す
る
件
及

び
犯
罪
に
よ
る
収
益
の
移
転
防
止
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
第
七
条
第
一
号
ホ
の
規

定
に
基
づ
き
、
書
類
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

（
国
家
公
安
委
・
金
融
庁
・
総
務
・
法

務
・
財
務
・
厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経

済
産
業
・
国
土
交
通
一
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
七
二
）

〇
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
共
和
国
政
府
と
の
間
で
交

換
さ
れ
た
一
部
旅
券
査
証
の
相
互
免
除
に

関
す
る
口
上
書
に
い
う
措
置
の
一
時
停
止

に
関
す
る
件
（
外
務
二
〇
五
）

〇
マ
レ
ー
シ
ア
政
府
と
の
間
で
交
換
さ
れ
た

一
部
旅
券
査
証
の
相
互
免
除
に
関
す
る
書

簡
に
い
う
措
置
の
一
時
停
止
に
関
す
る
件

（
同
二
〇
六
）

〇
オ
ラ
ン
ダ
王
国
政
府
と
の
間
で
交
換
さ
れ

た
一
部
短
期
旅
行
者
の
査
証
相
互
免
除
及

び
査
証
手
数
料
の
相
互
免
除
に
関
す
る
書

簡
、
外
交
旅
券
又
は
公
用
旅
券
所
持
者
に

対
す
る
査
証
免
除
に
関
す
る
書
簡
並
び
に

旅
券
査
証
及
び
査
証
料
の
相
互
免
除
に
関

す
る
オ
ラ
ン
ダ
王
国
政
府
と
日
本
国
政
府

と
の
間
の
書
簡
の
ス
リ
ナ
ム
及
び
オ
ラ
ン

ダ
領
ア
ン
テ
ィ
ー
ル
へ
の
適
用
に
関
す
る

書
簡
に
い
う
措
置
の
一
時
停
止
に
関
す
る

件
（
同
二
〇
七
）

〇
レ
ソ
ト
王
国
政
府
と
の
間
で
交
換
さ
れ
た

一
部
査
証
及
び
査
証
料
の
相
互
免
除
に
関

す
る
書
簡
に
い
う
措
置
の
一
時
停
止
に
関

す
る
件
（
同
二
〇
八
）

〇
返
納
を
命
じ
た
旅
券
を
無
効
と
す
る
件

（
同
二
〇
九
）

〇
国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一
条
の
規
定
に

よ
る
国
債
の
買
入
消
却
に
関
す
る
件

（
財
務
一
二
九
）

〇
外
国
為
替
に
関
す
る
省
令
第
八
条
第
二
項

第
四
号
及
び
別
表
第
一
号
ホ
の
規
定
に
基

づ
き
、
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
書
類
を
指

定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
三
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
〇
一
八
〜
一
〇
二
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
〇
二
五
〜
一
〇
三
二
）

〇
小
型
船
造
船
業
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条

の
規
定
に
基
づ
き
登
録
講
習
を
登
録
し
た

件
（
国
土
交
通
五
九
九
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
同
六
〇
〇
、
六
〇
一
）

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他

本
日
公
布
さ
れ
た
法
令
の
「
あ
ら
ま
し
」
は
、

次
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
型
式
指
定
の
変
更
を

し
た
件
（
同
六
〇
二
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
六
〇
三
、
六
〇
四
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
六
〇
五
〜
六
〇
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
九
九
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
業
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
し
た
件
（
同
二
〇
〇
）

〇
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等

に
関
す
る
法
律
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き

暴
力
団
を
指
定
す
る
件

（
大
阪
府
公
安
委
五
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

令
和
二
年
度
簡
裁
訴
訟
代
理
等
能
力
認
定
考

査
の
実
施
延
期
に
つ
い
て
（
法
務
省
）

令
和
二
年
度
全
国
通
訳
案
内
士
試
験
公
示

（
観
光
庁
）

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
特
定
保
険
募
集
人
の
所
在
の
確
知

等
関
係


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